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はじめに一課題の位置づけ
教育権をめぐる国際的合意形成は、大きくは、大戦後の人権規定の段階的発
展のなかに位置づけられる:)90年代以降は合意形成機関のひとつである国連シ
ステムの改革も求められ、今日の段階に至っている O しかし、世界の義務教育
制度はなお整わず、教育権規定の実効性について疑念も深まるなかで、危機へ
の対応など権利論の新たな活性化に期待がょせられるようになった。
国連開発計画(UNDP)の表現を借りるなら、 90年代以降のグローパル化の不
平等は「グロテスクなまでにふくらんで」おり、「教育や医療が圧迫されJr世
界人権宣言でいう普遍性の道義は新たな検討が必要となっている」旨の指摘を
あげてよい?人間の福利を拡大させるキーに「発達J (deve]opmen仲「ケイパ
ピリテイ J (capability)の語を用い、国連開発計画に協力したアマルテイア・セ
ンのスタンスも、こうした状況においてであったことを想起してよいであろう O
他方では、発達した義務性完全実施の国でさえ、新たにその困難を顕在化さ
せ始めた。日本も例外ではない。子どもの実態の変化と新たな対応、学校運営
や教職員体制の劇的な変容、公立・民間の役割分担の変化など、グローパルな
共通性と各国地域の独自性をもちながら進んでいる O 義務教育国庫負担制度の
見直し動向を含む教育基本法その他の関連教育法制の変容の理解を深めるにも、
国際的合意形成からみた教育権と義務教育の危機を比較検討する意味は大きい
であろう。
なぜ先進国においてさえも教育権や義務教育の危機が語られ始めたのか。な
ぜ国際的性格をもちながら危機にさらされ始めたのか。教育権の無差別平等性
が覆される根拠と対応すべき課題は何であるのか。義務教育における国家「義
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務」のあり方はどこに向かおうとしているのか。義務教育への権利の実質的保
障をめざす合意形成の到達点と課題は何か。あるいは、人権のカタログでは教
育権がどう構造化されうるのか。国家基準性の法的規制は教育の自由に抵触し
ないか。これらの聞いにかんする新・たな問題群が提起されているのである O
そして、研究諸活動においても、近年はいくらかの量的質的な発展がみられ、
新たな状況を迎えているO こうした事態をふまえ、教育権の国際的合意形成と
展開にかんする近年の取り組みを整理し、問題の所在を明らかにすることが本
稿の目的で、ある3)
l.危機の背景とグローパル・ミニマム
義務教育は日本国内の現行法制にみられるようなナショナル・ミニマムにと
どまるものではない。それはグローパjレ・ミニマムでもある O そのひとつのコ
アには、具体的には、世界人権宣言、国際人権規約、子どもの権利条約、教育
差別撤廃条約などで合意されてきた初等義務教育に関する権利規定がある O こ
れらのナショナル・ミニマムやグローパjレ・ミニマムの規定にもかかわらず、
新たな義務教育の危機が世界的に影を落とし始めたのはなぜ、か。その問題を明
らかにするためには、 90年代以降のグローパル化に伴う危機の様相をみておく
必要がある。そこで、近年に教育権保障の活動を強め、特別報告者設置を決議
した国連人権委員会の取り組みを素材に、義務教育への対応をスケッチしてお
こう O
国連経済社会理事会にある人権委員会(theCommission on Human Rights 以下、
人権委と略す。 2006年からは人権理事会に改組転換)は、 1998年4月の「教育権にか
んする決議」で特別報告者の設置と活動を開始させている。その後の人権委員
会初代特別報告者KatarinaTomasevskiの準備報告(199年)以降、翌年から
2004年までの同委員の報告書、 2005年に交代したVernorMunoz Villalobosに
よる報告書まで(以下、すべて特別報告と略す)、 1998年人権委決議から以後の取
り組みで最も重視された課題は、教育権保障としての初等無償義務教育の漸進
的実施であり、その実現を妨げる新たな困難の解明についてで、あった4)
発議の経緯からみると、それは、「国連人権教育10年(1995-2004)Jにおける
うO
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人権教育の文脈において教育権の実現を重視すべきであるという、前年の1997
年8月の小委員会決議「人権のなかにある教育と教育への権利の実現」を受け
たものであった。その小委員会で課題整理を要請された担当委員 Mustapha
Mehediの作業報告でも、後の人権委員会委員への委任事項につながる基本課
題の多くを既に提起Lている。
こうした背景をもっ人権委員会の決議は、 90年代初期の国際人権論の変容を
反映したものでもある O それは、 ManfredNowakの人権論を受けた Mehedi
の提起、つまり、従来の自由権か社会権かの伝統的分離から、 1993年の人権に
かんするウィーン宣言にかかわる「人権は統合的」か「人権はアクセス権か」
の対抗パラダイムの変更を伴っていた。すなわち、従来は、国際人権規約の人
権規定が社会権と自由権の2つに分離されてはいたが、両規約にまたがる教育
権規定の特殊性を、ウィーン宣言における「普遍性・不可分性・相互関連性」
のより広い文脈に位置づけたものである。その後の特別報告では、教育権は、
さらに人権中の人権とでもいえるコアの位置をしめ、雇用や安全ど結びっく他
の諸権利をも開く親鍵(passkey)である、などの仮説が繰り返された。検討課
題には、義務教育権の経済的側面、義務教育の国家義務性や両親の教育選択権、
教育目的の法的規定性、などがあげられた。義務教育権について国連機関でこ
れほどの規模で論議を始めたことはかつてなく、その意味でも、自明とされて
きた無償義務教育性について新たな段階に立ち至っていることがわかる。
一連の特別報告は、なかでも、グローパjレ・ミニマムとしての「初等」義務
教育の「無償」性に注意を向けている O 国際比較の観点から義務教育は「初
等」に限るものではないが、公立初等レベルの授業料ー徴収事例に教育権アプ
ローチの放棄に問題があるという O 教育権は人権アプローチなのか、単なるア
クセス権なのかという対抗軸に今日の困難が由来するとの認識が示されている O
2004年特別報告によれば、地域別に公立初等学校の授業料撤収諸国の数の実態
をみると、アフリカ39(8)、アジア19(2)、東ヨーロッパ・中央アジア14(0)、
南アメリカ・カリブ諸国ll(0)、中東・北アフリカ 8(1)、と多く、そのうち
廃止の努力を行っている政府は括弧内の数にすぎないという 5)市場化の進む中
国も該当国となり、 2003年に特別調査報告が人権委に提出された。
各国共通の国難は義務教育への優先的財政投入の欠如だけではない。妨害要
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因としての投資効果論の影響を無視できない。 1999年準備報告が「経済学者の
なかには、教育を人的資本効率の成果とみなし、すべてその人権性を外面で、と
らえる者がいる。人的資本の規定は人間を人権の主体とみる定義と明らかに異
なる?と述べるように、危機の惹起要因として懸念され、同じ観点は2005年の
特別報告者にも受け継がれた。 Tomasevskiによる度重なる世界銀行への投資
方針への問い合わせ、世界貿易機関(WTO)につらなる政策問題への不安など、
国連諸機関相互の乳離もある。世界銀行については、その貸付政策が初等無償
教育の発展につながらないという懸念があり、 WTOについても、同機関内の
「サービスの貿易一般協定(GATS)Jが推し進める教育商品売買による義務教育
の形骸化が指摘された。
ところで、こうした WTOをめぐる動向と合わせ、商品市場化をめぐる国際
的合意形成論議の傾向は、市場化への対峠の方向でのみすべてを捉えることは
できない。そこで、相互に二律背反する複雑さをかかえる次のような課題の検
討が求められよう O
1つは、特別報告の作業における教育権について次のような概括的な共通の
認識が貫かれていることについてである O すなわち、教育とは、いったい商品
(a commodity)なのか、それとも公共物(apublic good)なのか。この対立物が国
家と民間の役割の陵味化に連動し、今日の初等義務教育における国家義務の放
棄につながる深刻な問題となっている。そこには、グローパル市場主義が教育
の本質を損ね、初等無償義務教育の危機を生み出し、対抗車I1としての教育権に
おける新たな活性化 基準化を必要としているという認識がある?ユネスコ専
門職員で国際法学者の KishoreSinghがまとめた F教育機』と題する2008年段
階のユネスコ冊子で、公共物としての「教育」概念を強調し、「知識の市場化
が貧困と不利な立場の者を排除する危険を生み出している」と述べたように、
特別報告と同様の警告を発している事実をあげてもよしと)
ところが、大戦後の世界人権宣言に始まる無償義務教育規定と、後記のカラ
チプラン等に連なるグローパルな初等無償義務教育の実施に深くかかわる1990
年のジョムテイアン会議や2000年のダカール会議などを契機とするユネスコ活
動一国際プロジェクト「すべての子どもに教育を(EducationFor AlI) J (以下、
EFA)などーについては9)関係者の間で立場が分かれているのである。ユネス
う2
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コによって推進される、この種の活動が、しかし、上記の人権委にかかわる
Tomasevskiらによって、 90年代以降の貧富の国際的格差の進行と、教育権を
放棄する市場化・商品化動向の出発点ともなったとする厳しい批判にさらされ
ることになった。
さらに、学位論文を出版した KlausDieter Beiterの2006年時の大著『国際
法による教育権保障』では、「権利」よりもジョムティアン会議以降に好まれ
始めた「ニード」の用語が商品化傾向につながっているとし、次のような批判
を行っている O
つまり、 1(90年のジョムテイアン会議以降)教育を権利からニードに格下げされ
る結果、教育が商品となり価格取引が行われている。費用を払えない者が教育
から排除され、せいぜい質の低い教育を受けることになるのである。J1教育に
おいて人権の語を避ける傾向を考えるなら、“教育権の諾を救出させる"必要
があろう O 多くの国際法規を分析することで、人権としての教育保障の目的へ
の貢献を望んでいる。そのことが執筆の一番のねらい」というので、ある10)
他方では、 Singhの執筆による前記ユネスコ冊子に明らかなように、当然な
がら教育権の路線放棄が明言されているわけではない。しかし、国際的合意形
成プロセスにおける市場主義・商品化をめぐるインパクトの意味あいはやや複
雑である O
2つには、国際的合意形成における「人的資本アプローチ」のインパクトを
検討すべき課題が新たに提起きれていることについてである。 Beiterは著作に
おいても、前記の人権委特別報告者Tomasevskiの提起を受け、重ねて社会権
規約13条の人格の全面発達規定や人間の尊厳規定に照らし、「経済的価値に焦
点化させJ 1有用性のみ追究する」人的資本アプローチの放棄を求める主張を
展開している11)前記した WTO内GATSの動向を視野に入れるなら、問題は
単純でありえないことも容易に理解されよう。
そもそも教育投資論の経緯にこの課題を位置づけるなら、理論的変遷はどの
ようなもので今日的特徴は何か。たとえば、 GaryS. Beckerの『人的資本』は
1964年に出版されたが、その90年代前半の三版前書きでは、「最初は論争的で
あった本書も今日では社会的認知を得ている」との記述がある O こうして実に
30年後まで再版され続けたように、 60年代初めまで遡る経緯で論議は社会的に
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受け入れられてきたようにみえる。しかし、 Beckerの豪語にもかかわらず、
20世紀後半の構造転換のなかでは、新自由主義と評価国家の登場という新たな
丈脈における教育投資論の意味変容は否定できないであろう O 今世紀になって
OECDのPISA調査結果で名をはせたフィンランド田内の教育施策の方針転換
においても一種の教育投資論がみられた事実を含め12)人的資本アフ。ローチの影
響については、もっと注意深い検討がなされてよい。
もうひとつのやっかいな事柄は、私的資本(株式会社ほか)による公教育事業
への参入がどういう意味をもつのか、教育権の所在はどうなるのかといった問
題がある o Beiterは初等教育の役割など商品化が危険となる教育の商業化条件
を吟味しているが、現実に WTOの148ヵ加盟国中45ヵ国(2005年執筆時)が自由
化リストに入っているとし、今後の動向に警鐘を鳴らした?後述するように、
これらは、私学設置に対・する国家義務や基準性のあり方をめぐる難聞にもつな
カ宝っている O
2.初等無償義務教育における国家義務の危機
前記した1990年のジョムテイアン会議に始まり 10年に一度のベースで、行われ
るEFAが実は人権アプローチを採用していないとの批判的立場は、 Tomasevski
のみならず、当時の社会権規約委員会の議長PhilipAlstonも同様であった。
さらに、継続される EFA文書すべてにも言えることで、ひいては国際機関に
よる度重なる空約束の根拠になっているとの、厳しい批判を Beiterは行ってい
る。 Beiterに従えば、人権不在は国家義務というタームの欠如と同義なのであ
り、もし人権保障の義務を国家が負うのであれば、その欠如は「人権侵害」で
あることを明確にすべきであるというもので、ある了)これらの指摘を裏からみれ
ば、客観的には、 90年代以後の国際的合意形成からみた教育権論が、教育権の
国際的保障のためには、その義務性のあり方と権利侵害の議論を新たな文脈の
なかで本格化させなくてはならないとする歴史的変化をみてとることができる O
ところで、グローパル・ミニマムのなかでもコアに位置づけられる由連やユ
ネスコにおける教育権の合意形成と展開の主要なテーマのひとつは「初等無
償」の「義務」教育である O 社会権規約は、もともと13条(教育への権利)と14
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条(初等教育実施義務)において初等無償義務教育の規定を有している O これまで
の解説では、綿密な計画のもとに実施する各国の国家義務があるとされてきた。
それは、かつてのカラチプラン(1960年ユネスコ総会採択の初等無償義務教育の完全
実施計画)などの50年代から60年代にかけての世界的な計画作成にかかわる一定
の意義をもちえた。
しかし、実際には、初等無償義務教育完全実施の国家義務が果たされず、半
世紀を経た今日なお、逆に世界的な危機はいっそう深まる状況にある O 理論面
からみると、自由権と機械的に区別される社会権についての解釈(漸進的導入の
努力義務とされるもの)が背景にあったことも一般には否定できないものとされ
てきた。
漸進的導入に関する社会権の解釈動向は、しかし、近年に変化がみられるこ
とが本稿にとって重要な点である O 堀尾輝久の学説などを援用し、「教育権は
経済的社会的文化的権利に含まれる」と共に、「特に基礎教育は、人間の精神
的な自己形成の基盤となり、自由な意思形成及びその表現行為を可能にするも
のであって、その意味でこの権利は市民的及び政治的権利としての性格をも
っ」とする、両者の不可分性を強調する申恵辛の「国家義務」研究もその一例
であろう 15)
「義務」について、ヨーロッパ人権裁判所では、ヨーロッパ人権条約に基づ
いて子ども自身に就学義務が諜せられ、結果的に就学しない子どもの拘禁を認
める裁判例がある O 今日なお、こうした子どもに対する「強制力(compu!sory)J 
としての「義務」の意味が失われていない事実も看過できない16)しかし、「教
育権」と題する著作のある DouglasHodgsonも、「国家の強制」としてのみ理
解されがちであった「義務」理解から、「誰も妨げることはできない」という
意味への変化として「義務」の性格を説明しているように、解釈の変容が進ん
でいる。つまり、「義務教育とは一定期間の教育を公費で受けるゆずりわたす
ことのできない資格(entit!ement)をすべての人がもっているという観念に基づ
いているようにみえるJ，-もし、用語の“義務" (compu!sory)が、子どもの基礎
的教育(abasic education)を受けることを誰も妨げることはできないことを意味
するのであれば、初等教育の義務的性格と教育権とのあいだの明白な矛盾
(inconsistency)は和解できるJ，-このことが、例えば、両親の無視や無知の環境
う
では、少なくとも初等教育を子どもが受けることを保障する国家の義務を課し
ているのである」等の指摘で、ある17)
人権委における国家義務論議については、 Mehediの1998年特別報告が、国
際人権規約条約委員会(社会権規約委員会)を主導する FonsCoomansの3つの
国家義務を紹介しており、人権委論議の新たなベースをつくっている(権利之自
由を侵害する国家の行動を自ら律する「尊重の義務」、その権利と自由の行使を妨げて
はならない「保護の義務」、個人の権利と自由の、第3者による侵害を防ぐ「履行の義
務J)。
この国家義務を教育権論にあてはめるなら、教育を利用でき (available)、ア
クセス可能(accessible)にする努力と、個人の側の教育選択(道徳的・宗教的教育
を両親が確保する)の自由という、 2つの次元で「尊重・保護・履行」の国家義
務が作用することになるという 18)人権委特別報告者Tomasevski'土、これらの
観点を1999年準備報告で受け継ぎ、社会権規約批准の際の教育権規定に対する
各国の多様な留保条件にもとづいた国家義務の性格と範囲の多面性をふまえ発
展させた。そこで、これらの2つの次元で整理される 5つの国際法規(世界人権
宣言、国際人権規約、子どもの権利条約、教育差別撤廃条約、ヨーロッパ人権条約)を
例示し19)法廷論争の絶えない両親の選択権の白由と、選ばれる私立学校の国庫
助成問題に論議の焦点、をあてたのである。
3.実質的保障の仕掛け(4Aもcheme)と基準評価
ところで、 Tomasevskiによるチャレンジングな仕事となった2000年人権委
特別報告の最も重要な帰結は、初等教育に対する国家の義務ーとりわけ規制・
財源・配躍 の明確化であり、その保障のために初等学校が有する 4つの本質
的特質(4A悦 hem巴)の構造化であった。その 1つは「利用可能性J (availability) 
であり、初等学校のすべての子の利用を保障する義務、 2つは、「アクセス可
能性J (acc巴sibility)であり、最重要の非差別原則など、公立学校を利用できる
アクセスの保障義務、 3つは「受け入れ可能性J (acceptability)であり、財政援
助に徹する役割から教育規制の役割まで多様な国家義務において、「親と子ど
もに受け入れられる」ょうすべての学校の最低基準を確保する義務、 4つは
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「適用可能性J (adaptability)であり、内容とプロセスにかかわる義務で「子ど
もの最善の利益Jが優先される、というもので、ある?
これらの論点は、社会権規約における条約機関の公的見解とパラレルなもの
でもあった。同時期に初等義務教育の規定に関する公権解釈(一般的意見)が作
成された事実ーすなわち国際人権規約の条約機関である社会権規約委員会によ
る1999年「初等教育の実施計画に関する一般的意見1141)と、 1999年「教育権
にかんする一般的意見(g巴町aicommmt)1342)ー を特筆しておかねばならない。
一般的意見13号にも記述された上記の 4つの特質は、 Coomansの次のような
説明によって、社会権規約委員会における権利規定の今日的発展のおよそを理
解できる。
「教育権とは誰も教育権を否定されないことである O 実践上は、利用できる
教育へのアクセスの個人的権利、非差別の原則にたつ現存公的教育施設へのア
クセスの権利を意味するJ，-それは、伝統的クラス教授形態に限らない基礎的
(初等)教育を享受する権利で、成人基礎教育(リテラシーコース、基礎的専門司i腕)
を含むが、初等教育は義務的無償的でなくてはならない。その核心要素は、た
とえば両親や雇用者など、誰も子どもへの初等教育を妨げることはできないこ
とにある。第3者による侵害からこの権利を保護する義務を国家はもっJ，-宗
教的や哲学的信念に限らず、国家や第3者に妨げられない教育の自由選択」
「公教育の公的制度以外の施設で、自身の選択する言語で教育を受ける国家
的・言語的マイノリティの権利である。このことは教授の唯一の手段としての
この言語使用を国家は認めないし、国家によるその施設の資金援助義務は意味
しない」なとeで、ある23)
同様の趣旨は、一般的意見1号にも反映されている。社会権規約14条の初等
無償義務教育完全実施にとって重視される国家義務に関し、同意見パラグラフ
6では、「両親も保護者も国家も、子どもが初等教育へのアクセスをもつかど
うかの決定を選択的に扱う権利はない事実」を、「義務」の要素は明らかにし
ているという O 同様にジェンダーの差別禁止が強調されるが、提供される教育
について「適切な質をもち子どもにふさわしく、子どもの他の諸権利を促進し
なくてはならないことが強調されなくてはならない」と指摘し、パラグラフ 7
ではこの義務が放棄されやすい最も重要な要件の無償性について、「授業料、
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その他直接的費用は、権利享受への行動抑制(disincentiv巴s)につながるし、その
実現を危うくするJr義務的に両親に課すような間接的費用(事実そうでないのに、
時に自発性をよそおう)、ないし比較的高額な学校制服を着用する義務も同ーの
カテゴリーに入る」と述べて、国家にきびしく歯止めをかけた。
ところで、具体的にはどのような測定尺度によって国家義務に関する世界の
実態と国際人権法の実効性をはかるのか。こうした権利保障の実質化の観点か
ら作成された次の測定指標一覧に注目しておきたい。それは前記の4つの特質
の2002年特別報告による一連の作業の到達点になっているからである O
次の指標一覧は、義務教育の危機にかかわる教育権論議の一定の整理といえ
るものであり、グローパルな観点に基づく今後の検証作業(指標の是非を合め)を
問うものである O
1) r利用可能性」では、制度の受け入れ人員と実際の受け入れとの対応関係
(すべての差別を事由とする分離のフ。ロフイール)、人権義務と財政配分の対応関
係(中央と地方レベルの財政配分は雇用最低年齢、に合わせた無償義務教育の保障に合
致しなくてはならない)、最低限度の基準を満たし、インクルージョンを拡大
するための教育施設の査察(略)、専門職としての教師の地位(は国際的に認め
られた権利と組合の自由に合致しなくてはならない)、子どものための両親の教育
選択(は国際人権法に合致しなくてはならない)。
2) rアクセス可能性」では、すべての学齢児のためのアクセス障壁の除去(略)、
義務教育後のアクセスと利用負担の非差別(略)。
3) r受け入れ可能性」では、最低基準(教育の質・安全・環境保全などのための
基準の実効)、教授過程(とくに目的・内容・方法・アカデミックフリーダム・規律
などにおける人権法の適用)、学習過程(貧困に由来する障壁、学習言語、障害/能
力などの障壁の除去)。
4) r適用可能性」では、年齢にかかわる権利の対応(雇用・婚姻・徴兵・刑事責
任などの最低年齢、と義務終了年齢、の対応)、学校にアクセスできない者への学校
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外教育(自由を剥奪された人・難民・強制追放者・児童労働・遊牧の子どもたちに
対する学校外教育)、すべての人権を享受できる教育による人権の擁護(中退者
における人種主義や卒業者・の失業のリストにおいて評価しうる人権に関する教育のイ
ンパクト)O) 
こうした個々の指標の整理に至る経緯にみられる無差別平等原則を例にみる
なら、次のように捉えることも可能であろう O それは、世界人権宣言以来、重
視された民主的原則である。宣言当時は、戦争によってハンデイを負った(war
handicapp巴d)者の再教育の意味もこめられるなど、宣言起草に向けた各国提
案には障害児を配慮したものが多かったことにも大戦直後の宣言成立の意義が
よくあらわれていたが、取り組みの対象は、むしろ、その後の経緯で拡大の一
途をたどった。その延長にある2003年特別報告においては、見捨てられた子ど
も、児童労働、ホームレスの子など32個のカテゴリーを新たにあげることにな
り、各国における義務教育制度のなかでは除外されてきた対象規定における拡
大傾向の今日的到達点を整理したということになるであろう。
しかし、上記一覧の枠組み自体、今日の時点で完成されたものとみることは
できない。まずBeeckmanがいうように、教育の価値や尊厳にかかわる「質」
の進度をいったい測定で、きるのかといった検討すべき基本的な難問がある25)あ
るいは、やっかいな「親義務」と「国家義務」の調整ないし関係性の矛盾、あ
るいは達成の実効性など、グローパル・ミニマムの到達状況をどこまで具体的
に検証し対応できるのか。課題は大きいといわねばならない。さらに、指標枠
組みは社会権委員会などの条約機関によって教育権保障の進度をはかる基準評
価として用いられるだけに、どこまでその教育権侵害に対峠しえる国際的合意
としての実効性を担保しうるのか、加盟諸国による報告制度や条約機関側の評
価や勧告システム、その他申し立てのあり方等が関われ続けている O
4. I権利としての保障j が覆される論理
世界人権宣言、教育差別撤廃条約、国際人権規約、子どもの権利条約などの
義務教育規定のすべてが「親と国家の義務」を規定している O そのように、権
ラ9
利保障の義務とは、まず親と国家の両者の義務をさしている。この観点は、当
然ながら、上記の「義務」測定指標作成に生かされる O 両者の義務規定は宣言
以来のものであるが、しかし、「親と国家」の名において たとえば義務
(compu!sory)の名による権力的介入や権利侵害など しばしば、義務教育の
「権利としての保障」が覆されてきた論理がみられる O そこで、教育権の今後
の実効性を展望するためにも、それほど深められてきたとは思われない関連す
る二つの論点をとりあげておこう。
素材は次の国際人権規約13条3項である。
「この規約の締約国は、父母及び場合により法定保護者が、(j)公の機関によっ
て設置される学校以外の学校であって国によって定められ又は承認される最低
限度の教育上の基準に適合するものを児童のために選択する自世間こ』旦
の信念に従って児童の宗教的及び道徳的教育を確保する自由を有することを尊
重することを約束するJ(①②の下線は引用者)。
(1) 教育選択権と子どもの権利
1つには、引用下線部分②の、親の強固な自由選択権確保による特定宗教へ
の関与の否定という積極面と子どもの権利との矛盾の調整に関する疑念がある?
宗教教授の親による選択的確保一公立学校の世俗性と対の原理ーが教育権論の
系譜において「私立学校の選択の自由」に位置づいてきた。世界人権宣言以来
の私立学校の親の選択権の根拠については、選択される教育内容上の課題(宗
教教育あるいは特別なニードなど)が大きな論拠となってきた事実は看過できない。
歴史的経緯からみれば、親の強固な宗教教授選択を意図する学校選択論の規定
が弱められてはいるが、 1989年子どもの権利条約においてなお、宗教教育への
親の決定権(子どもの「権利」不在)は払拭されてはいない。西欧でもなお宗教教
育選択を合意した親の指導権は頑固に残され、精神的自己形成にかかわる子ど
もの主体的な権利との調整が必ずしも徹底されているわけではないので、ある27)
学校選択に関する論議は、もちろん宗教教育に限るものでもない。 70年代で
は、障害児教育における親の学校選択問題が浮上し、さらに今日では、義務教
育段階における様々なバリエーションをもっ学校選択性が国際的な広がりを見
せ始めている O
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では、社会権規約に関する一般的意見11号のいう、「親の義務」と、それを
尊重し履行する「国家義務」との関係はどう調整されるのか。学校選択権の文
脈とは、ひとまず、親が国家にたいして、子どもの権利である義務教育への就
学アクセスの選択的確保を行い、それを国家が義務として保障するという論理
である O
国家の抑圧の可能性に対して「教育の自由」を親が担保するという意味でも、
親にとって就学アクセスの確保は義務的である。一般的意見11号によれば、そ
こで、国家との関連では、授業料その他の費用を子ども・親ともに負担させな
い国家側の義務が強調されるのである。それは、初等教育就学はもはや国家に
対する「子どもの義務」ではありえず、「権利」にほかならないというグロー
パル・ミニマムの石it.認ともいえる O
したがって、先の Hodgsonのいうように、「誰も妨げることはできない」義
務へと「親と国家」の義務を転換するなら、子どもの「権利j に対する両者の
「義務」を明附に一本化しうるであろう。義務教育も当然ながら「権利」なの
であり、日本の憲法・新!日教育基本法制のあり方ともパラレルな位置をもって
いる O しかしなお、権利としての教育機会を充足させたとしても、保障された
教育における、その中身(内容・方法など)において子どもが教育権侵害を受け
る可能性が残されている問題はどう扱われるのか。その義務教育権の実質的保
障において、どのような保障システムの確保が実効的であるのかが原理的に解
決されたわけで、はない。一般的意見11号は、規約について、「公的機関が設置
するもの以外の学校を子どものために選択する規約13条の自由選択権と矛盾し
ない」とするが、この矛盾が予定調和的に解決されるものではない。
学校選択とは親の選択決定権であり、子どもの意思の関与はありえないのか。
親の宗教教育を選ぶ自由に子どもの権利はどうかかわるか。あるいは両者は対
立的ではなく、両者の調整原理にかかわる選択権がむしろ課題になるのか、な
ど複雑な様相もある O
これらの問題群は、先の一般的意見11号が「義務」に求める教育の質 「提
供される教育が適切な質をもち子どもにふさわしい」のかどうか、それが「子
どもの他の諸権利を促進」するものかどうか一親に選ばれる教育によって「子
どもの権利」と「子どもの最善の利益」はどのように担保されるのか、といっ
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た問いにもつらなっている O
したがって、親の選択も子どもの関与も、いずれも単独で、子どもの教育権保
障の実質化がはかられるものではなく、成長発達につながるカリキユラムや内
容・方法の基準化のあり方、大人と子ども、教師との関係、子ども同士などの
あり方が教育権論の文脈でも間われざるをえないということになろう o 2002年
特別報告のいうように、たしかに子どもの側の「主体(subject)としての権利」
保障こそが、以上の文脈にかかわって重要である O
1999年特別報告によれば、教育権における第1の義務はすべての子どもの初
等教育就学を可能にする国家義務であり、第2の義務が両親の選択権を尊重す
る国家義務であるという 28)その意味で、は、親の選択権と「子どもの最善の利
益」が矛盾する場合には、後者優先の原則があるとも考えられるが、評価管理
のあり方とかかわって、後述するように、質的保障を担保しうる基準性のあり
方は実は難問となる O
親の自由選択権は、国家義務との関係では、教育の国家独占を制約する多元
主義の保護に位置づけられている?ところが、今日の各国・地域の学校選択で
は多様な形態が広がるものの(義務教育制度の世界的な民営化、アメリカのチャー
タースクールやホームスクール、日本の構造改革特区の様々な試行や学校区選択など)、
それらの多様性の国家的保護のみで「子どもの最善の利益」が単純に確保され
るわけで、はない。つまり、親の選択によって(あるいは子ども自身の選択によって
さえ)教育権の実質的保障が担保されない事件が頻発しているのであって(特定
の内容や宗教教育の抑し付け、あるいは虐待や負の自己決定など)、義務教育の公共
性や妥当性を誰がどのように保障するのかといった新たな問題が派生せざるを
えない。
関連して、親と子どもの権利は本質的に対立関係でもないという視点がきわ
めて重要で、ある O 義務教育への親の積極的なかかわりが子どもの教育権保障の
ためにも本来は必須で、あるとすれば、どのような条件(親や教師と子どもの権利
の関係)のもとで子どもの成長発達の実質的保障が可能になるのかが問われな
くてはならないのである O
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(2 ) 教育基準化における親と教師の役割
2つ目の疑念は、その問題と連関するが、前記人権規約の引用下線部分①の
「国が定める最低限度の教育上の基準」の文脈において生じてくる O
日本に限るものでないが、 2005年中央教育審議会の義務教育目的に関するま
とめの、「国家・社会の形成者として共通に求められる最低限の基盤的な資質
の育成」との記述を例にあげるなら、「国家基準性で教育権の実質を確保」と
いうレトリックによる扱いの如何によって、内容への国家介入になりうる可能
性があることは否定できないし、人権委の論点ともなってきた。国家基準性の
枠組みの正当性は自動的には担保されるものではないからである。国連諸機関
においても同様で、とりわけ国連人権教育の10年を契機に、教育目的・内容・
30) 
方法全般への関心を強める傾向にあるが、だからといって、国家や国連が内容
基準にただちに介入してよいということにはなりえないであろう O
では、教育権としての「教育上の自由」と、人権規約の規定「国が定める最
低限度の教育上の基準」との関連はどう整合的に理解すればよいのか。人権委
特別報告の指摘する歴史教科書記述を例にみれば、国際間ギャップに典型的に
みられる国家基準性(ナショナルリズムの扱い方)の方向がただちに教育権保障に
適合的と判断することはできない。教育の「質」一内容・方法面から義務教育
の真理性・公共性(いわばク守口一パルな民主的公共性)が覆されることがありうる
点にも義務教育に共通する危機があらわれているといえる。日本の教科書問題
は第2次大戦の記述をめぐる点で際立つが、人権委への特別報告で、は、近年の
地域紛争における各国ナショナリズムについての歴史教科書等の記述内容など、
教育内容面への介入の懸念が示された。
しかし、たとえ「人権についての知識(教科書やカリキュラム内容全般)Jが必
須であるとしても、その内容保障と「教える前提要件としての教育における人
権」保障という、特別報告の求めるこつの連闘が必ずしもなお予定調和的に自
明とはいえない難聞があることがわかる。
以上のような事柄の問題性に鑑みて、社会権規約13条の「国が定める最低限
度の教育上の基準Jの規定の「国」が定めるという規定の歴史的制約はまぬが
れないのではないか。この点を本稿では強調Lておきたい。
すでに世界人権宣言のピアジェによる教育権論解釈において教育権の目的・
63 
内容の意義に注目する萌芽的論議がみられたが、目的規定に関しては近年、合
意形成のレベルでもいっそう踏みこんで規定されるようになった。 1989年「子
どもの権利条約J29条は、実質的な保障をめざす目的規定の到達点のひとつで
あろう。さらにその条約機関である子どもの権利委員会が教育目的に関する一
般的意見l号をまとめ31)条約29条の(材も(吋で、の細目規定について詳細な説
明を行っている。
教育実践の具体的場面に対する国際法的拘束を促すものと受け取られるなら、
新たな問題を生み出すおそれもあろう。一般的意見1号の目的論議とかかわっ
て、教育目的規定と「教育の自由」や条件整備義務との関連をふまえ、条約に
反する教育の排除は非権力的でなくてはならないとし、「一般的意見 lはこの
点を丁寧に指摘すべきで、あった」との荒牧重人の指摘も関連して重要となろう 32)
教育権規定の多くが定める「人格の全面発達」の目的も実践を直接に規定する
単位としてではない。鏡のような反省的役割をもっ大網的基準としての条理か
ら、実践の細部にわたる真理性・妥当性を直接に拘束するものであってはなら
ないからである。
Beiterは、「人格の全面発達」という目的規定の重要性とともに、社会権規
約に法的規定を入れることは「一見する之場違い」にみえるとし、内容・方法
の拘束性への慎重な姿勢を見せている。しかし同時に、尊厳の破壊や人種主義
に対峠した「発達Jr自由Jr尊厳」など、成立経緯からみた世界人権宣言の目
的規定は内容・方法を含むすべて教育プロセスで尊重されるべきだと擁護して
いる33)この評価の視点は筆者と共有しうるが、以下の諸点には Beiterの著作
のなかで看過できない問題点が残されたように思われる。
1つは、社会権規約に先立つ1960年教育差別撤廃条約の関連規定についてで
ある。同条約の成立の経緯では、基準化の方法についての合意形成の難しさと
合意の意味づけに多くの時聞がさかれ、結局は、第5条の「最低限の教育基
準」を定めるのは原案にあった「国家」ではなく「当該機関(thecompetent 
authorities) J とされた。その「当該機関」で教育内容・方法などの一定の基準
化が進められるが、具体的な基準システムは各地域の検討課題としてゆだねら
れた経緯がある O しかし、こうした内容・方法の基準化をめぐっては、残念な
がら教育権論の分野でこれまで継続的に論じられた形跡は管見の限りみあたら
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ない。 Beit巴rの膨大な作業のなかでも、基準化の主体は「国家」なのか、「当
該機関」なのか、あるいは、どういう基準化システムによるのか、という論点
にはふれていない。
Fredrikssonには、直接的な言及はないものの、教育実践に有効な法的実効
性を求めるひとつの論考がある。「教師の役割抜きには法制度と教育実践の関
連性を論じえない」とする、その指掃にも注目しておきたい34)教育実践にかか
わる教育権保障を問題にする限り、結局は、社会権規約のいう国家による基準
性を前提にするのではなく、教師(あるいは親)も何らかの形態でかかわらざる
をえない内容の基準化のシステムづくりは重要な課題にならざるをえないであ
ろう O 教育権の実質的保障を求める限り、教師の権限を含む教育権の構造的で
関係論的な保障を問題にせざるをえないからである O
2つは、新自由主義的な評価政策の展開一数値目標・成果主義評価などーが
かかえる困難についての批判的分析の欠如がある?)Belterの著作には、その論
述の全面展開にもかかわらず、成果主義的な評価システムへの教育権論の対応
について言及がない弱点がある O 執筆時が2005年であり、イングランドのよう
な評価制度の展開は著者の所属するドイツで顕著にみられなかった等の要因も
考えられるが、 PISA調査の結果が国際的に深くインパクトを与え、ランキン
グ競争やテスト主義などが教育権侵害につながるケースもあるように、前記し
た教育権論議の指標基準評価における基準性や目標評価管理のあり方を含め、
新自由主義の評価施策がもたらす問題'性の検討は避けて通るわけにいかない36)
5. 国際的合意形成レベルの制度改革の方向
危機の実質的な解決をめざすための教育権の構造論議の到達点をふまえた制
度改革の方向とはどのようなものであるのか。 2つのベクトルに区別しうる基
本的枠組みにそって整理しておこう。 1つは、子ども自身における諸権利のカ
タログにおいて教育権に発展的意義をもたせる方向、たとえば、労働権保障と
教育権保障の連関等の子ども主体における内包的な保障の方向と、 2つは、単
に子どもの権利のみならず、内容・方法面での基準化ともかかわる親や教師の
役割や教育権限など権利主体の異なる連関的保障の構造を問わざるをえない外
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延的方向のベクトルがある O
前者の方向では、義務教育終了年齢と労働最低年齢のギャップに現れはじめ
ている義務教育の危機への対応が国際教育権レベルにおいて論じられる37)大戦
直後(宣言)に「基礎教育J(fundamental education)の語が、「初等教育J(匂p戸凶r丘imarγy
と同様の内容一社会で生きていくうえで必必、要な基礎的知識.技能一を含み、戦
争中勉強できなかった人への教育保障をも含意する観点から用いられた。この
事実は、今日の義務教育の危機を吟味する上でなお忘れてはならない38)
今日のグローパル大競争の状況下で、は、義務教育学校も他の学校階梯と同様、
各国地域の多様性をもちながら選択に供される新たな段階で同様の問題を引き
起こしている困難がある。 2003年特別報告は、就職年齢までの義務教育年齢の
引き上げを世界貸付政策に求めているが39)途上国における義務終了年齢と就労
年齢、のギャップのみならず、先進国でも接続期の子どもの社会的放置状況が深
刻化しつつある。一般的意見13号において、今日なお改めて「基礎教育」の提
言がなされる背景には、途上国の圧倒的な不就学の実態と先進国の新たな問題
の顕在化がある。その意味では、大戦車後の「基礎教育」と一般的意見でいう
「基礎教育」の含意には違いがある。
もうひとつ、義務教育年齢終了時とかかわる困難は、中等教育への接続にお
いて現れている。中等教育以後の授業料徴収と商品化の進行が初等無償義務教
育からの接続を困難なものにしているとの特別報告の認識が示されるが、日本
の小中、中高一貫などの制度選択や義務教育学校の校区選択の拡大にかかわる
困難も例外ではない。
歴史的には規約教育権草案作成の過程はおよそ世界人権宣言を敷桁するもの
で、あったが40)規約の起草過程においては義務教育の年限延長(剖endingits 
duration)の論点をより明確に浮上させた事実を想起しておきたい。こうした提
起とのかかわりで、規約に新たに登場した中等・高等教育の漸進的無償化の意
義もよりよく理解することができょう O 児童労働が年限延長実現を阻む制度的
条件となっていることからも、 1999年に合意形成されたILO，-最悪の形態の>13
童労働廃絶条約J (No. 182)などとの統一的保障の観点を欠かすことはできない。
あるいは、教育権の全面的な保障がなければライフチャンスのアンバランスを
是正することは不可能であるという意味で、も権利相互の連関が求められてきた41)
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一般的意見13号は初等義務教育の「無償性」とかかわって、「適切な奨学制
度Jr教授スタッフの物的条件・労働条件」など、国家による条件整備「義
務」を広く論じている。しかし、初等・中等・高等・基礎の諸領域がすべて同
じレベルで、論じられているのではなく、初等義務無償教育の導入が最優先され
ているのであり、国家「義務」の意義が論じられた。奨学制度の実施に関する
国際援助の可能性も示唆された。
後者(教育権の外延的な構造化)のベクトルでは、初等無償義務教育の実質的保
障のための基準システムづくりの課題のなかに取り組むべき方向が位置づけら
れる O 前記した国家基準性とは異なる担当機関におけるカリキュラム編成など
において、親や教師の役割と権利などを含む、教育権論の構造化はきわめて重
要となる O 教育委員会における基準化のあり方、中央と地方分権の関係、教育
計画作成のあり方などにおける諸権利(とりわけ子どもと親と教師)の保障におい
て生かされることになろう O
教育の質を確保するための教師の権利についても特別報告は重視し、 1LOと
の共同が重ねられている:匂育権の構造化の観点からは、 1966年1LO/ユネス
コ「教員の地位に関する勧告」及び勧告以後の専門家委員会によるフォロー
アップも視野に入れている o 1966年の勧告採択時の専門職規定は多大なインパ
クトを与えてきたが、 1981年時点での新たなストレス・パーンアウト問題の顕
在化や90年代以後の悪化、さらにグローパルな競争主義・成果主義の展開にお
ける困難(教員評価問題など)などが教師の教育権論とかかわって新たに浮上して
いる問題群である43)その意味で、義務教育の危機とは制度上の危機であるのみ
ならず、子どもの成長発達に直接かかわる教師の危機(権利侵害)でもあること
を関係論的教育権の視点から直視することになる44)
6. まとめと今後の課題
国際的合意形成の努力に逆行する義務教育の危機が進行しており、近年の教
育権論がそれに対峠する様相を明らかにしてきた。最後に、本論の叙述をまと
め、今後の課題を示しておきたい。
本論で、みたように、その危機への対応において、人権委(今日の人権理事会)を
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例にみれば、機関の改組転換が迫られるなど、設立時以来の合意形成母体であ
る由連諸機関自身の機構改革問題を伴いながら、国際規範は矛盾をはらみつつ
展開してきた45)教育権の国際的合意形成と展開過程は国際機関の歴史的社会的
制約をもつものでもあり、その今日的な条件下で国家「義務」のあり方が重要
な論点のひとつとなっているのである O
無差別平等規定の実施は対象規定の歴史的な拡大傾向をもっており、外国人
労働者の子どもや学習障害その他を「特別な教育ニード」の新たな文脈で重視
し始めるとともに、自由権や社会権などの不可分性をふまえた実効性を高める
新たな段階を迎えている。いずれも、日本国内のみならず、国民国家相対化、
EUなどの域内標準化と分権化の進行その他のグローパル化の条件のもとで、
国際的合意形成のレベルでも子どものリアルな実態への対応が関われている O
また、 NewPublic Managementの登場に示される制度変容のもとで「教育
の公共性」原則にすら新たな懸念が生まれるなかで、初等義務教育の「無償J
も、担保しうる財政保障のあり方が国際的合意形成レベルの挑戦課題となって
いる O
これらを総じて教育機保障の課題にまとめ、国際機関が指標(indicator)に基
づく到達度(benchmark)測定で、評価しようとする新たな試みも生まれている。
しかし、その基準指標の内容をどうするのか、誰がどのように決定するのか、
質的な内容を数値であらわすことが可能か、評価の実効性はあるのか、などの
難問をかかえていることはいうまでもない。
合意形成史からみると、基準のあり方にかかわる、国際人権規約13条「国が
定める最低限度の教育上の基準」の規定が問題群の出発点となっている O そこ
で、社会権規約のいうように「国 thestateJが定める教育基準でよいのか。
あるいは、教育差別撤廃条約における、何らかの「当該機関 thecompetent 
authoritiesJによる基準を教育条理から深めるべきなのかなど、受け継がれた
懸案事項を今日的な評価システム論の文脈で検討すべき課題が、新・たに提起さ
れ始めたとみることができる O
それは、「子どもの教育権、親・住民の権利、教師の権利(権限)Jの三者の
関係とその全体構造を視野に、教育権を保障しうるシステムづくり(あるいは学
校づくり)をめざすという、今日的課題の模索とも重なるであろう O
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国際的性格を色濃くもつ教育困難に対峠するためには、国際的性格をもっ新
自由主義がもたらした困難克服の課題を新たに組み込まなくてはならず、「子
どもの最善の利益」を車UIとする関係論的な諸権利への発展的で構造的な位置づ
けが求められる。すでに別稿で、「公共物か商品か」の車L聴を背景とする教員
評価基準をめぐる二律背反(f客観的評価を求めつつ主観的にならざるをえないJ)に
ついて問題点の所在を検討したことがあるが!乍論で、みてきたように、さらに
取り組むべき課題が山積していることは明らかであろう。
大戦直後以来の義務教育における再教育と年限延長問題、日本の教育委員会
制度の再定義を含む民主的諸形態のあり方、教育条理にかなう教育課程の基準
化システム、世界の児童労働廃絶に果たす義務教育の新たな役割、義務教育に
ふさわしい教師の新たな役割と条件整備など、いずれとも連関しあう課題と
なっているのである O
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